
４件 （備考）

契 約 件 名

契約相手方

契 約 金 額
契約締結日
担 当 部 局

：

：

：
：
：

【案件１】

契 約 件 名
契約相手方

契 約 金 額
契約締結日
担 当 部 局

：
：

：
：
：

【案件２】

契 約 件 名

契約相手方

契 約 金 額
契約締結日
担 当 部 局

：

：

：
：
：

　　【案件３】

単価契約
予定調達総額
1,980,000円

契 約 件 名

契約相手方

契 約 金 額
契約締結日
担 当 部 局

：

：

：
：
：

　　【案件４】

単価契約
予定調達総額
16,779,979円

２件

　委員からの意見・質問、
　それに対する回答等

　以下のとおり

　委員会による意見の具申
　又は勧告の内容

　なし

随意契約
（物品役務等）

２件

令和元年度金融機関における内部監査に関
する研修の受講（単価契約）
一般社団法人金融財政事情研究会
（法人番号 ：7011105004804）
＠１６５，０００円
令和元年９月４日
関東財務局

消費税軽減税率制度の実施に伴う訪問個別
指導方式による記帳指導の業務委託
関東信越税理士会
（法人番号 ：3030005001228）
＠９，２９１．２４円
令和元年８月２６日
関東信越国税局

うち応札（応募）
業者数１者関連

　(19)美しが丘住宅（３号棟）解体撤去工事設計業務
令和元年度金融機関における内部監査に関する研修の受講（単価契約）

抽出案件 　（契約の概要）

競争入札
（公共工事）

２件

(19)美しが丘住宅（３号棟）解体撤去工事
設計業務
株式会社ディナック中日本
（法人番号 ： 8090001001452）
４，５１０，０００円
令和元年７月９日
関東財務局

諏訪税務署簿書庫新設その他工事
株式会社春間工務店
（法人番号 ：9100001018584）
３２，７８０，０００円
令和元年８月２７日
関東信越国税局

財務省第４入札等監視委員会令和元年度第２回定例会議 議事概要

開催日及び場所 　令和２年１月１５日（水）　関東財務局 研修室

委　　員
　委員長　　坂本　隆信（坂本公認会計士事務所　公認会計士）
　委　 員　　大澤　一司（アーク法律事務所　弁護士）
　委　 員　　末松　栄一郎（埼玉大学大学院人文社会科学研究科　教授）

審議対象期間 　令和元年７月１日（月） ～ 令和元年９月３０日（月）



契約単価は変動するのか。
通信講座の受講料は安いの
で、価格交渉の余地があった
のではないか。

　毎年概ね同じ金額である。
財務局から通信講座に参加する者はおらず、資料に基づいた座学だけ

でなく、実務に即した演習・ケーススタディが含まれており、スクールで受
講している。

改修工事の対象はどのよう
にして決めているのか。

建築年次、建物の所在地の気候等を含めた地域性を加味している。本
件は過去に隣地境界線を越境し取りこわした車庫の新設、庁舎内簿書庫
の狭隘解消のための簿書庫新設、駐車場舗装の工事であるため、予算
要求した上で実施したもの。

 【案件３】

令和元年度金融機関における
内部監査に関する研修の受講
（単価契約）

本研修は例年実施しているも
のなのか、これまでも随意契
約によって同じ者と契約した
のか。

　今回で４年目であり、これまで契約相手方は同じで随意契約である。
本件研修を提供できる者は他にはいないとして随意契約としていたが、

広く参加者を募るべきだという意見を受け、昨年度から公募を実施してい
る。結果的には他に参加者はなく、随意契約が続いている。

他に同様の研修を実施している者がいないか確認しているものの、金
融機関に特化した研修は見当たらず、今のところ選択肢がない。

 【案件２】

諏訪税務署簿書庫新設その他
工事

応札者２者のうち１者が辞退
となったのはなぜか。

電子調達システムを利用した応札及び入開札手続により実施しており、
辞退の理由は聴取していない。

応札者が２者となったのはな
ぜか。

多くの者の競争性を確保するため、競争参加資格を予定価格に対する
等級に加え１等級上位の者にも広げたが、工事場所である長野県諏訪
市において、対象となる競争参加資格を有する者がそもそも少ないことが
理由として考えられる。

 【案件１】

(19)美しが丘住宅（３号棟）解体
撤去工事設計業務

再度入札の回数を限定して
おかないと入札金額を小出し
にされ、予定価格近くで落札
することにならないか。

入札回数は原則として限度を設けているが、今回の開札においては、
直前の再度入札の結果、入札金額と予定価格の開差が極めて僅少で
あったため、再度入札を行ったものである。

１者応札となったのはなぜ
か。

多くの者の競争性を確保するため、競争参加資格を予定価格による等
級に加え１等級下位の者にも広げ、業務期間についても設計業者が比較
的閑散期となる８月から１０月を含めており、建物１棟を解体する設計期
間としては十分である。入札説明書を取りに来た者にも聴き取りしたが、
特別な理由は考えられない。

委員からの意見・質問 回答



競争参加資格を広くとってい
るが、一般競争入札の結果、
応札は１者であり、他に参加
する者は想定できるのか。

同種の記帳指導の一般競争入札においても１者応札であるため、他に
業務を実施できる者を公募で確認した上で契約することも検討したが、他
の国税局では競争が働いている地域もあり、全国的に一般競争入札を
実施している。当局においても近隣の税理士会や全国規模の税理士法
人の参加は可能と考えられ、競争の余地はあるものの入札の参加には
至っていない。

一般競争入札において入札
金額に錯誤があったというの
はどういうことか。

府省共通システムである電子調達システムを利用した応札及び入開札
手続により実施しており、これまで紙による入札を行っていた応札者に対
して利用勧奨を行い、同者で初めて電子入札を行った。

本件契約は単価契約であるが、一般競争入札において入札書に記載
する金額は、業務に係る一切の費用を含めた総額をもって記載するとし
ているところ、応札者が単価をもって入札してしまい、入札金額に錯誤が
あったとの申し出を受けたことから、入札書は無効と判定した。

非常に安い単価で入札する
ことは経営上の理由からあり
うるのではないか。

入札説明書の入札書の要件において、業務の名称及び数量等に重大
な誤りのある入札書は無効としていることから、無効と判断した。

業務内容の指導期間が９月
から３月となっているにもか
かわらず、消費税の税額が
一律であるのはなぜか。

契約金額は契約時点の税率としているが、契約書において契約期間中
に消費税率の改正が施行された場合は、改正後の税率によるものとして
おり、１０月以降の指導分については改正後の税率で対応している。

委員からの意見・質問 回答

 【案件４】

消費税軽減税率制度の実施に
伴う訪問個別指導方式による記
帳指導の業務委託


